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はじめに

　デジタル技術、或いはそれを活用したプラットフォーム型の新サービスが、既存のビジ

ネスモデルを次 と々破壊しています。音楽や書籍のデジタル化、eコマースを活用したネッ

ト通販やオークション、アフィリエイト収益型のゲームやSNSなど、その便利さと安さから、

いつの間にか私たちの生活に浸透し、欠かせないものになってきています。これらは、い

わゆるデジタルディスラプションの代表例であり、主にメディア、小売り、エンターテインメ

ント、旅行、金融サービスなどで生じています。

　一方、電力は、上記のようなサービスのレイヤーとは異なり、私たちの生活や社会活

動を支える基盤的なエネルギーとして無くてはならないものです。このため、電力ネットワー

クは、長年にかけて全ての利用者を繋ぐプラットフォームとして整備されてきました。見方

を変えれば、メーカが顧客向けの家電機器を提供し、利用者は便益を享受するというエコ

システムが形成され、地域独占が許された電力会社は、最強のプラットフォーマーであっ

たと言えます。しかし、これからの電力需要を左右する人口動態、電力システム改革に

よる地域独占体制の見直し、再生可能エネルギーの大量普及、顧客のプロシューマー

化、これらを束ねるアグリゲーターの出現などにより、これまでの電力プラットフォームを再

構築しなければならない時代が到来しました。これからは、従来の電力供給から双方向の

需給型へ、またデマンドレスポンス等、需要家との協調型へ、そして顧客エンゲージメン

トの強化に繋がる新サービス提供型へ、デジタル技術を活用して合理的かつ高度なプラッ

トフォームへ進化させていく必要があります。米国シリコンバレー等では既にスタートアップ

企業が需要家機器を束ねる技術をアジャイル開発しており、デジタルディスラプターの出

現も想定し、私たち電気事業もデジタルトランスフォーメーション（DX）していくことが重要

です。

　本冊は、電力中央研究所のエネルギーイノベーション創発センター（ENIC）、環境科

学研究所、地球工学研究所、材料科学研究所が連携して進めてきたDXに関する研

究成果としてIoT技術を中心に、月刊「ビジネスアイ　エネコ」誌に2017年12月号から

2018年3月号にわたって連載してきた記事を冊子として纏めたものです。お手に取って頂

いたのを機に、是非ご一読頂き、今後の研究開発や連携に向けて、アドバイスやご意見、

ご指導を賜れば幸甚です。

執筆者一同
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　情報通信技術（ICT）の発展やセンサの小型化・低価格化により、モノのインターネット（IoT）技術の
基盤が整いつつあり、社会の様々な場面での活用が期待されている。電気事業においてもインフラの
合理的な保守管理や新たなサービスの創出・提供に向けて、IoT技術が活用されつつある。今回から4
回にわたり、電気事業のビジネス変革への貢献に向けて電力中央研究所が取り組むIoT研究を紹介する。

電気事業におけるデジタルトランスフォーメーション
の可能性と電中研の取り組み

電力中央研究所　エネルギーイノベーション創発センター

堤 富士雄、篠原 靖志、村田 博士、渡邊 勇、芦澤 正美
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図1　電力プラットフォームに関するアーキテクチャの変化

電気事業のターニングポイントと	
デジタルトランスフォーメーション

人口減に伴う長期的な販売電力量

の減少、居住地域の疎密拡大に伴う

インフラ維持の困難化、設備の老朽

化に伴う保全費の増大、太陽光発電

など分散形電源の大量普及に伴う需

要家のプロシューマー化など、電気

事業を取り巻く環境は大きく変化し

ている。これらの変化は、電気事業

のプラットフォームをこれまでのシ

ンプルな「電力供給」から、相互に

密接に連携しあった「電力需給協調

と情報」というアーキテクチャに連

続性をもって変化させ（図1）、ス

テークホルダーのエコシステム化に

貢献していくことが求められている。

その実現のためには様々な対応が

必要であるが、その中でもデジタル

トランスフォーメーション（以下、

DX）に関連する技術が重要な役割を

果たすものと考えている。DXとは、

デジタル技術によって我々の社会や

生活そのものが急速に変革されてい

くことを意味する［1］。例えば、スマー

トフォンのように社会生活に深く入

り込み、意識すらしない技術が、我々

の行動や考え方、価値観にまで影響

する。これは一種不可避の流れであ

り、技術者にはそれを良い方向に導

く役割が期待されている。特に、近

年はビジネスの側面から、Uberや

メルカリなど、デジタル技術を武器

として、強力なプラットフォームを

構築し、既存の事業者を端に追いや

るデジタルディスラプター（デジタ

ル破壊者）と呼ばれる新規参入者が

台頭する背景として語られることが

多い［2］［3］。そのため、DXは全ての

事業者が主体的に取り組むべき変化

と捉えられている。

電気事業においてもDXは避けら

れない変化であり、率先してデジタ

ル技術を活用して未来の姿を示すべ

く、多数の取り組みが開始されてい

る［4］［5］。特に、顧客志向でビジネス

モデルを再構築することが重要と言

われている。

当所は、これら電力ビジネスの変

革に貢献するため、エネルギーイノ

ベーション創発センター（ENIC：

ENergy Innovation Center）を2016

年10月に発足した。ENICの研究対

象は、①電気利用を中心とした顧客

価値の創造、②電力需給マネジメン

トの高度化、そして③電気事業の

DXである。連載の第1回である今

回は、DXに対する我々の考え方を

示し、DXの中心技術である人工知



ターゲット（事業目標） 課題（技術目標）

運用・保全コストの低減
設備状態DBをIoT・ロボットなどを活用して構築
自律的な保全＋最小限の巡視を実現

電力品質維持・レジリエンス
リスク（災害・日常）概念共通化と評価シナリオ
一時的な限界利用を許容する設備運用方式の確立

市場連動・環境対策
市場変化や環境対策の厳正化に動的に応じて
最適な発電構成、再エネ置き換えを実現

グローバル化・グリッド二極化対応
設備データや分析エンジンの外販・海外展開
オフグリッドビジネスの拡大

新サービス
グリッドアセット（電柱など）活用の新サービス
水素の最適利用エコシステム構築

保全・運用フロー全体を再構築（リファクタリング）しつつ、適材適所でデジタル化を最速に進める

発
電
・
流
通
分
野

IoT・センシング
IoTはコモディティ化するため、最新技術を
適切に活用し、徐々に保守無人化を実現

デジタルツイン＝実状態のコンピュータモデル化
装置・設備単位の小さなデジタルツインから、徐々に
プラント全体へと拡大

シミュレーション・予測・最適化
再エネ・需要予測・シミュレーションの高度化
設備状態DBを用いた保守・設備計画の最適化

AI・データベース
センサデータ自動掃除技術、設備状態自動ラベル
付け技術、設備劣化予測AIエンジンなど

その他
グローバル化前提の保全サプライチェーンの
再デザイン、老朽プラントのIoTテストベッド化

ターゲット（事業目標） 課題（技術目標）

地域コミュニティ
超スマート化による地域価値最大化
・入り口：地域エネルギー最適化
・国際価値創出ビジネス（クールタウン、
　観光、老健、人材誘致、安全）

エネルギー管理を入り口に、地域全体の安全・安心・価値最大化を保証するプラットフォーマーへ

価
値
創
出
分
野
：
旧
小
売
分
野

エネルギーマネジメントのIoT化
汎用・簡易・高精度エネマネIoTクラウドの開発
面的エネルギーデータに基づく地域エネ最適化

AI・データ分析の活用
スマメデータ分析に基づく機器不具合検知・予測
詐欺防止・契約簡単化スマートコントラクト

デジタル化技術の活用
エネルギー産業におけるブロックチェーン活用調査
快適性パーソナライズによる屋内環境デジタル化

新ビジネスモデル（戦略的ハードウエア）
IoT蓄電池、NFCコンセントなどの戦略的意義見極め
電力ブランドIoT家電を用いた使用価値保証技術

その他
プロシューマー育成プラットフォーム
デジタル農業・電化ファクトリー支援技術

個人・家庭
顧客エンゲージメント強化とサービスポート
フォリオ構築
・入り口：省エネ・見守り
・急速に拡大する弱者層（高齢者、情報弱者、
　貧困層など）を中心に、サービス提供者を
　背後で支えるプラットフォーマーへ

法人・事業支援
エネルギーを軸にデジタル化推進を支援
・入り口：エネマネクラウドサービス
・デジタル農業・電化ファクトリーなどの地
　域産業の独自性を高め、高付加価値化・
　海外展開まで支える
・プロシューマー向けの支援ビジネス

企
業
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
個
人
間
の
境
目
が

薄
れ
た
社
会
で
頼
ら
れ
る
存
在
と
な
る
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図2　発電・流通分野のDXに向けたターゲットと課題

図3　価値創出分野のDXに向けたターゲットと課題

※短期間に MVP を作り顧客に提供、反応を分析して、改善するサイクルを繰り返すことで、事業の成功率を高めるマネジメント手法

能（AI）の設備保全への適用事例を

紹介する。

電気事業のデジタルトランスフォー
メーションにおける方策と課題

我々は、電気事業のDXを「発電・

流通分野」と「価値創出分野」に分け

て検討し、図2および図3に示す各

種ターゲットと技術目標を抽出した。

検討の詳細は割愛するが、本節では、

いずれのターゲットを対象とする場

合でも乗り越えるべき、重要なハー

ドルについて述べる。

（1）現場適用におけるハードル
まず、DXにおけるリーンスター

トアップ※で重要な、役に立つ道具

のプロトタイプ（MVP：Minimum 

Viable Product ）の構築には二つの

ハードルがある（次頁図4）。一つ目

は、MVPを作るには現場の問題を

定義する必要があるが、一般にユー

ザー自身にはこの問題定義が難しい

というハードルである。これは例え

ば、現場とユーザーが一体化してお

り、問題に気付かないことなどが理

由である。二つ目は、問題を定義で

きたとしても、ドメイン知識のない

IT の専門家には、ICT をどう適用

すれば良いのか分からないという

ハードルがある。例えばAIの専門

家は、実はAIが適していない問題

にもAIを適用して失敗する場合が

ある。これらのハードルを自ら解決

するAIは未だ開発されていないた

め、人間がスキルを磨いて対応する

必要がある。ENI C ではこれらの

ハードルを取り除き、現場とI C T

の橋渡しを行うことが重要な役割と

考えている。

（2）�ディープデータ取得における
ハードル

次に、ディープデータ取得のハー

ドルを述べる（次頁図5）。一般に

ビッグデータは、半自動的に大量に

集められるデータであるため、それ

のみから価値ある知見を得るのは困

難である。よって、ビッグデータの

活用には、例えば設備保全であれば

劣化状態と対応付けられたデータ、

また顧客サービスであれば顧客の価

値付けを反映したデータが必要とな

る。我々はこれらをディープデータ

と呼び、ビッグデータを解釈し価値

を引き出す鍵と捉えている。ただし、

収集には手間・工夫・コストが必要

であるため、適用上のハードルとな

る。そのため、いかに効率的に質の

高いディープデータを取得するかが

問題解決のキーファクターとなる。

次 節 で 述 べ る 二 つ の 事 例 で は、

ディープデータ取得における異なる

アプローチを紹介する。

電中研におけるAI適用事例

（1）油中ガス分析による不具合検出
電力会社では電力用変圧器の絶縁

油を一部抜き取り、油中ガス分析に
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より内部不具合の診断を行っている。

これは変圧器の劣化進展にともない、

発生するガスの種類・量が変化する

現象を利用した診断である。電気協

同研究会は2010年に、正常な変圧

器約1000台と内部不具合のある変

圧器約120台の内部様相データをも

とに、不具合判定基準の見直しを

行った。当所では、簡潔かつ高精度

の判定基準を作成できる新たなAI手

法を開発し、本収集データに適用す

ることで、精度の高い内部不具合の

判定基準を作成した（次頁図6）［7］［8］。

基準作成に用いたAI手法である線

形サポートカーネルマシン（以下、線

形SKM）は、広く使用されているサ

ポートベクターマシン（以下、SVM）

を当所で拡張したものである。SVM

は他のAI手法に比べ、少ないデータ

でも高精度の判定が行える特徴があ

り、不具合データが入手しづらい電

力設備への適用にアドバンテージが

ある。さらに線形SKMでは、自動

変数選択の機能を加え、判定基準の

分かりやすさの向上と、さらなる精

度向上を達成した。例えば、入力デー

タである主要ガス量など全9成分の

うち、正常か否かはC2H4、C2H2 の

2ガスのみ、内部不具合が過熱＋微

小 放 電 に よ る も の か 否 か は CH4、

TCnHm、CH4 の3ガスのみから判定

可能であることを明らかにした。

作成した判定基準による、未知

データに対する推定正解率は98％

である。さらに本手法を、地中送電

線などで使用される油入（OF）ケー

ブルの油中ガス分析にも適用した結

果［9］［10］［11］、これまで50％程度の判

定精度であったものを約80％まで向

上させることに成功した。いずれの

判定基準も、電力の現場で活用され

ている。

（2）�大量の正常データからの� �
異常予兆の検出

発電プラント異常の早期発見への

ニーズは高いが、プラントの信頼性

は高く、蓄積データのほとんどは正

常状態のデータであるため、異常予

兆を大量の正常データから見つけ出

す必要がある。そこで当所では、水

力発電所の発電機軸受振動を対象に、

温度や圧力、振動などのセンサデー

タを用いて「異常予兆の発見を支援

する手法」を開発した［12］。本手法で

は、上述したSVMの拡張の一つで

ある1クラスSVMを用いる。1クラ

スSVMはデータ全体の中で特異な

データを弾き出す例外抽出手法の一

種であり、データの分布を前提とせ

ずに適用できる利便性がある。

手法は2ステップで構成される（次

頁図7）。ピンクの円内部にあるデー

タはすべて正常状態のデータである

が、円の中心から遠いデータほど特

異なデータと捉えられる。まずス

テップ1として、1クラスSVMを用

いて特異な方から順にn個（例えば

100個）のデータを抽出する。現場

技術員は抽出したデータを確認し、

運転記録や点検記録などを参考に、

トラブルや怪しい事例をピックアッ

プする。次にステップ2として、ピッ

図4　現場適用の初期段階でのハードル

図5　ディープデータとビッグデータの連携によるPDCA
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クアップ事例と類似のデータを線形

SKMで追跡し、類似データが頻発

したら現場技術員にアラートを出す。

何も手掛かりがない状態から、機械

が手助けして、現場のプロの意見を

反映しながら、徐々にディープデー

タを構成するというアプローチである。

本手法 [12] を実際の運転データ1

年分に適用した結果、油漏れが発生

した時点のデータを正しく抽出でき

ることを確認した。その後、改良手

法 [13] を適用することで、より少な

い8種のセンサ項目のみから異常予

兆を検出できることが分かった。

おわりに
連載の第1回となる今回は、電気

事業のDXに向けた当所の取り組み

の方向性・考え方、設備保全へのAI

適用事例を紹介した。次回以降は、

以下について紹介する。

第2回は、送電設備の劣化計測や

鳥獣害対策など、多方面への適用を

行ってきた画像処理研究を紹介する。

第3回は、屋外の遠隔地やプラント内

など遮蔽の多い環境で、簡易にデー

タを取得し、クラウドなどに集約で

きるIoTプラットフォームの構築と

活用を紹介する。第4回は、電力需

要データへのAI適用研究を紹介する。

DXは電気事業の全体に影響する

大きな変化である。今後も当所の専

門性を生かした、多方面からのアプ

ローチを進め、DXの先端を切り開く

研究成果を創出していく。

図6　変圧器の油中ガス分析による判定基準の作成

図7　大量の正常データからの異常予兆検出
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現在という時代のなかで
電気事業の黎明期である19世紀

の終わりに、直流システムを主張す

るエジソンと、ニコラ・テスラが発

明した交流システムを主張するウエ

スティングハウスとの間で競争がな

された。その結果、長距離送電に有

利な交流が使われることとなり、エ

ジソンが電気事業から撤退する契機

になったと言われている［1］。長距離

送電がベースとなったことで、地域

の電力事業者が中心となり発電・送

電・変電・配電の垂直的な流れで家

庭に電力が届けられるビジネスモデ

ルが確立した。本ビジネスモデルは

Utility1.0とも呼ばれだしている［2］。

昨今、発電と小売り分野の自由化

や家庭での太陽光発電の普及だけで

なく、電気自動車の到来によりモバイ

ル蓄電池が視野に入ってきたことで、

従来の電気事業のビジネスモデルが

大きく変わろうとしている。現在はま

さに電気事業変革の黎明期であり、

国内を面的に覆う既存の電力設備を

デジタル化で効率的に管理し電力の

安定供給を維持しつつ、新たなビジ

ネスモデルの創出を見据えることが

必要な時代となっている。本記事で

は、IoTを活用した既存の電力設備の

点検・診断の高度化と合理化に向け

た当所の取り組みの一端を紹介する。

IoTの活用と画像処理の関係

（1）電力設備の特徴と点検
既存の電力設備の最大の特徴は、

簡単に移動できない膨大な数の固定

設備が電線でつながっていることに

ある。そのことが、設備の点検にお

いて利点にも欠点にもなっている。

利点は、設備が固定しているため

点検に向かう現場が特定でき、計画

的な点検が可能なことにある。一方、

欠点は、膨大な設備を巡視員が頻繁

に点検できないことにある。送電線の

総延長が約65万km、送電鉄塔は約

24万基、電力会社が管理する電柱が

約2200万本と、莫大な設備が国土を

覆うように広がっている。山間部など

の設備も多く、点検設備に到達する

だけでも時間と体力を費やすため、

巡視員による頻繁な点検は物理的に

も経済的にも不可能な状況である。

電柱だけをみても、日本の総人口

の約5分の1に相当する数を点検し

なければならない。さらに、各設備

の点検項目数が多いことから、屋外

の電力設備点検は現在のところ目視

による確認作業が中心となっている。

この目視は、点検者の経験に依存し

ている部分が大きいため、人による

設備診断にばらつきが出てしまうな

どの問題を抱えている。そのため、

昨今のIoTなどを利用した人手を介

さずに客観的な点検が行える技術の

開発が望まれている。

（2）他分野の参考事例
既に他分野ではIoTという言葉が

一般化する前に、センシングと通信

ならびに最適化技術を利用した設備

の点検・診断を実現している会社も

存在する。例えば、電力設備とは全

く逆の特徴を持つ、点検設備がどこ

にあるか特定が困難な建設重機の分

野では、いち早くIoTを用いた点検・

診断サービスが始まっている。コマ

ツ建機販売は、コマツの建設重機に

組み込まれているセンサを使い燃料

　デジタル化による世の中の変化に伴い、電気事業にも大きな変革期が訪れようとしている。電力設
備に取り付けたセンサから取得した信号や設備を撮影した画像がモノのインターネット（IoT：Internet�
of�Things）のデータとしてクラウド上で人工知能（AI）と結びつき、設備の点検や診断の高度化と合理化
が可能になりつつある。既に先進的な企業は、様々なセンサを利用した設備の点検や診断を実現しつつ、
利用者に対して新たな付加価値を提供するビジネス展開を図っている。その中で、使い勝手の良いセ
ンシングデータの一つとして画像が利用されている。今回、電力設備の点検や診断の高度化と合理化
に向け、IoTの活用を前提に当所で開発してきた画像処理技術の一端を紹介する。

電力設備診断技術へのIoT適用
（画像処理技術編）

電力中央研究所　エネルギーイノベーション創発センター　中島 慶人、石野 隆一、伊藤 憲彦
環境科学研究所　中屋 耕
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消費量や稼働時間などの様々なデー

タを遠隔で取得し、点検・診断さら

には保守までを含めたサービスを展

開している。2011年4月の時点で

国内の約6万2000台の重機にシス

テムが導入され、車両の位置や稼働

状況の管理、二酸化炭素（CO2）排出

量や省エネ運転などの記録、あるい

は部品の交換時期などを推奨する

サービスが提供されている［3］。

点検内容に即したセンサを電力設

備に取り付けることで、類似のビジ

ネスモデルにより点検や診断の効率

化が図れると考えられる。さらに、

国内を覆うように設置されている電

力設備から環境情報などを収取でき

れば、保守点検とは別に新たな環境

モニタリングなどの多彩なサービス

の立ち上げも可能である。

（3）画像処理とセンシングの関係
撮影画像は、温度、湿度、気圧、

振動、音、圧力などのセンサと同様、

カメラの受光素子センサでとらえた

1つのセンシングデータである。た

だし、人が視覚に大きく依存した生

活を送っていることから、他のセン

サで得られるデータよりも、人が直

感的に理解しやすい性質がある。ま

た、一般的に設備へセンサを取り付

けるうえで、センサの電源確保の問

題、センサの設置個所や設置方法の

問題、データ収集の問題がつきまと

う。それらの問題に対し、カメラで

あれば電源や通信を確保できる少し

離れた場所から設備を監視でき、

IoTを実現するセンサとして柔軟な

装置構成が可能となる。そのため、

当所ではカメラで撮影した画像から、

設備のセンシングデータを取り出す

研究成果を数多く残してきている。

以下では、その数例を紹介する。

画像処理によるセンシング

（1）太陽光パネルの診断
画像が電力設備のセンシングに役

立つ分かりやすい例として、太陽光

パネルの診断を紹介する。昨今、家

庭での太陽光パネルの設置や企業に

よる大規模太陽光発電所（メガソー

ラー）の新設が増えてきている。そ

れらの太陽光パネルの表面が何らか

の原因で損傷し、パネル内の気密が

保たれずに水分が侵入すると、セル

の接合部分が切れたり焦げたりする

現象が発生する。セルの接合部分が

破損すると、発電した電気の逃げ場

がなくなり、電気エネルギーが熱と

して放出される。このような破損部

分は、パネルの中で周囲よりも部分

的に熱くなることから、ホットス

ポットと呼ばれている。このホット

スポットは、赤外線サーモカメラを

使うことで容易に検出できる。図1

は、破損している太陽光パネルを赤

外線サーモカメラで撮影した画像で

ある。斑点部分が損傷部を示すホッ

トスポットである。

新設のメガソーラーにおいても、

同様のパネル破損が発生している。

そこで、発電所で発生するパネル破

損の直接的な原因を明らかにするた

め、パネルを長期間にわたり監視す

る研究を実施した。本研究ではパネ

ルの監視用として、カメラに小型の

太陽光パネルと蓄電池を取り付け、

外部電源を使わずに長期間の監視が

できる装置を設計・制作した。また、

長期間撮影した映像から、画像処理

によりパネル上空を飛ぶ物体の軌跡

図1　異常のある太陽光パネルを赤外線サーモカメラで撮影した画像

図2　太陽光発電所に設置した監視装置と得られた鳥の飛翔軌跡例
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を自動検出するプログラムを開発し、

破損原因の調査にあたった（図2）。

連続監視を行った約1年半の間に

パネル破損は発生しなかったが、カ

ラスが上空から石を落とす様子が記

録でき、カラスの行動がパネル破損

原因の一つである可能性を示した
［4］。現在、本監視装置はカラスの忌

避装置の効果を定量的に計測する研

究に活用している［5］。

（2）鉄塔へ飛来する鳥を検知
高く見晴らしが良く突起を持つ鉄

塔や電柱などで、鳥が巣を作りやす

い。このような鳥の営巣活動は、電

気事故につながる厄介な監視対象の

一つである［6］。そのため、電力設

備の巡視点検では鳥の営巣活動も一

つの点検項目となっている。しかし、

巡視点検で1カ所の設備に使える時

間は短く、長期間にわたり設備を監

視することができない。

そこで、鳥が飛来しやすい鉄塔を

長期間撮影した画像を使い、鳥の飛

来状況を検知する画像処理手法を開

発した［7］。図3はこの手法を使い、

ムクドリの大量飛来時のみに管理者

へ警報を発するために開発した監視

システムの画面出力例を示している。

この監視システムでは、鳥の飛翔軌

跡を解析し、飛来と飛び去りを区別

して、飛来時のみに警報を出してい

る。

（3）電線と樹木の離隔距離計測
鳥の営巣と同様、樹木と電線が接

触すると電気事故につながるため、

樹木と設備の離隔距離が巡視時の

点検項目となっている。しかし、山

間部などで送電線と樹木の離隔距

離を計測する作業は、計測可能な場

所の確保だけでも多大な困難を伴

う。

そこで、設備と樹木の離隔距離を

簡便に計測するため、小型無人機「ド

ローン」で送電設備を撮影した画像

を使い撮影範囲を3次元的な立体画

像として再現する研究を実施してい

る［8］。図4は地上高90mの高さを

飛ぶドローンから鉄塔を撮影し、そ

の撮影画像から地表の樹木、鉄塔、

送電線、建物などを画像処理で3次

元的に再現した結果を示している。

さらに、3次元画像から電線と樹木

の一断面を切り出し、樹木と電線の

高さを示している。

本研究により、ドローンで撮影し

た画像を使い鉄塔などの設備とその

背景を3次元的に再現でき、樹木だ

けでなく構造物と設備の離隔距離な

ども机上で簡便に計測が可能となる。

さらにその先には、ドローンで得ら

れる画像をクラウドに送信し、物体

と電力設備の離隔距離をAIで自動

監視するサービスが生まれると予想

される。

図3　鉄塔に飛来する鳥の検知 図4　ドローンを活用した電線と樹木の離隔距離計測例
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（4）鉄塔の状態診断
現在、電力会社では送電鉄塔約

24万基の寿命延伸に向け、鉄塔ご

とに錆の進行度合いを診断し、その

診断結果に基づいた優先順位に従い

防錆塗装を実施している。この診断

では、点検員が鉄塔に昇り撮影した

鉄塔鋼材の画像と、錆見本を目視で

比較しながら鉄塔の錆度合いを判定

している。そのため、昇塔による撮

影作業と撮影画像を用いた錆の判定

作業に、多大な労力を費やしている。

そこで当所では、ドローンやヘリ

コプターで撮影した鉄塔画像から、

鉄塔の画素だけを検出した後、錆の

色見本に応じて鉄塔画素を自動的に

分類し、鉄塔の塗装順位を決定する

研究に取り組んでいる。本研究の処

理の流れを図5に示す。昨年までに、

鉄塔を撮影した画像に鉄塔設計図

（3次元モデル）を重ね合わせ、鉄塔

と背景を分離する画像処理を開発し

た［9］。本画像処理による鉄塔検出

例を図6に示す。図6の画像内での

鉄塔部分は約6万5000画素であり、

本研究で作成した画像処理を適用す

ることで鉄塔画素の約90％を検出

できる結果を得ている。なお、図6

の検出結果に示されている白部分が

検出した鉄塔部であり、○印は空撮

画像と3Dモデルとを比較する際に

手掛かりとした部分である。

おわりに
デジタル化による世の中の変化と

ともに、電気事業にも昔の黎明期と

同じような変革が始まろうとしてい

る。その中で、電力の安定供給を確

保するために、デジタル化を前提と

したIoTの活用が必須であることを

述べた。特に、今回はカメラで撮影

した設備画像から設備の点検・診断

図5　空撮画像を用いた鉄塔塗装の優先順位決定の流れ

図6　鉄塔設計時の3次元モデルを用いた鉄塔の検出例

参考文献
［1 ］  森本雅之、「交流のしくみ」、ブルー

バックス、2016
［2 ］  岡本浩氏、「―Utility3.0 ―電気事業は

どう変わるのか（第1回）―他産業と融
合する可能性」、電気新聞、2017/11/6

［3 ］  「最新の ICT システムでお客様の車両
管理を強力にサポート」http://www.
k o m a t s u - k e n k i . c o . j p / s e r v i c e /
product/komtrax/

［4 ］  伊藤憲彦、竹内亨、白井正樹、中島
慶人、佐藤信之、菅野純弥、「太陽光

発電所での鳥飛翔観測結果と鳥忌避
装置の効果について」、電気学会全国
大会、2017

［5 ］  太田文彦、伊藤憲彦、中島慶人、竹
内亨、白井正樹、菅野純弥、高木広治、

「鳥類飛翔軌跡の長期観測システムを
用いた太陽光発電所におけるカラス
対策装置の効果検証」、電気学会 産
業応用部門大会、2017

［6 ］  竹内亨、小林聡、「送電鉄塔における
カラスの営巣利用の実態とカラス用
対策品の効果」、電力中央研究所報告
V11011、2012

［7 ］  中島慶人、伊藤憲彦、西川栄一、「鉄
塔に大群で飛来するムクドリの検知」
電気学会研究会資料（知覚情報 / 次世
代産業システム合同研究会）、2014

［8 ］  中屋耕、大石祐嗣、鈴木準平「送電
線と樹木の離隔計測への小型無人飛
行機の適用性評価」電力中央研究所
報告 V15004、2016

［9 ］  石野隆一、「塗装すべき経年鉄塔の選
定に役立つ画像処理技術の開発―空
撮画像からの鉄塔抽出手法の開発―」
電力中央研究所報告 C16009、2017

につながるデジタルデータを画像処

理で検出する技術の一端を紹介した。

今後、設備から得られるデジタル

データがIoTによりAIと結びつき、

最適な設備点検・診断技術が確立さ

れていくだけでなく、将来的には新

たなビジネスモデルも生み出されて

いくと考えている。
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はじめに
電力設備を含むインフラ施設を対

象とした保全方式は、大きく3世代

に大別できる［1］。第1世代とは、「壊

れたら直す」という視点の事後保全

方式である。事後保全は、供給信頼

度が問題となるような電力インフラ

では、設備故障による供給損失が大

きな問題となる。そこで故障による

設備稼働率の低下を回避し、高い供

給信頼性を維持するために、故障の

有無に関係なく定期検査・修繕を行

う時間計画保全の考え方が広く受け

入られるようになってきた。これが

第2世代に位置付けられる予防保全

の基本的考え方である。予防保全は、

「壊れる前に取り換える」という視

点であり、経営状態が安定して余裕

があった高度成長時代には、大変有

用な保全方式であった。

ところが、電力施設を含む社会イ

ンフラ施設の老朽化が進行し、社会

環境が激変した東日本大震災以降、

電気事業も厳しい経営環境にさらさ

れるようになってきた。結果として、

保全方式のさらなる合理化が電気事

業にとって、現在、重要な経営課題

となっている。

これに対して、近年、最先端の

IoTを活用し、供給信頼性を維持し

ながらメンテナンスコストの低減を

実現しようとする保全方式が注目さ

れている。これが第3世代と呼ばれ

る予知保全という考え方である。す

なわち、設備を遠隔から常時・多点

で長期にわたり監視するセンサネッ

トワークを構築し、それらセンサ群

から収集したモニタリング情報から

設備故障の予兆的な状態を発見・推

定して、過剰な設備投資を抑制しよ

うという考え方である。これにより、

高精度の余寿命推定などができる可

能性が高くなってきており、「時間

がきたら取り換える」から「壊れる

予兆がでたら取り換える」という保

全政策の転換を可能とする研究開発

が活発になっている。

そこで、今回、当所で取り組んで

いる予知保全を前提としたIoTの技

術開発について、電力流通設備およ

び火力発電所を対象とした事例の一

端を紹介する。

電力流通設備を対象とした
IoTプラットフォームに	
関する研究開発

電力流通設備は、送電設備、変電

設備、および配電設備からなる膨大

な施設数が面的にネットワーク構成

している設備である。これら面的に

広がった設備について遠隔でモニタ

リングすることを目的としたIoTプ

ラットフォームの基本的考え方を図

1に示す。

図1の IoT プラットフォームは、

センサネットワークとクラウドネッ

トワークから構成される。センサ

ネットワークとは、MEMS（Micro 

Electro Mechanical Systems）型 の

センサと920MHz帯の無線規格を

用いたマイコンチップを搭載したセ

ンサノード群を意味する。MEMSセ

ンサの利点は、コンパクト化による

その設置の容易性や、消費電力・価

格の低さにある。MEMS に無線マ

　近年、最先端のIoT（Internet�of�Things：モノのインターネット）を活用し、供給信頼性を維持し
ながらメンテナンスコストの低減を実現しようとする保全方式が注目されている。設備を遠隔から
常時・多点で長期にわたり監視するセンサネットワークを構築し、収集したモニタリング情報から設
備故障の予兆的な状態を発見・推定して、過剰な設備投資を抑制しようという考え方である。今回、
電力インフラの保全方式の高度化と合理化の実現に向け、当所が取り組んでいるIoTの技術開発事
例を紹介する。

電力流通設備と火力発電所の
保全合理化のためのIoTプラットフォーム

 電力中央研究所 地球工学研究所　朱牟田 善治
 材料科学研究所　西ノ入 聡、福冨 広幸
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イコンチップや環境発電

技術（エネルギーハーベ

スティング、以下、EH）

を組み合わせることによ

り、屋外の過酷な環境に

設置されている電力流通

設備に求められる、多点

で長期に計測するセンサ

システムを構築すること

が可能となっている。

ま た、 無 線 規 格 に

920MHz帯を用いること

により、比較的情報量の

多い振動情報なども伝送

することが可能となると

ともに、設置環境を工夫

することにより、1 ～数

km程度の伝送距離を無線

マイコンチップ間で確保

できる。さらに、マルチ

ホップ機能を組み込むこ

とにより、複数センサノー

ド間でセンシング情報を

伝達しながら、障害物が

あっても安定してゲート

ウェイまでセンシング情

報を伝達することが可能

である。

図2は、センサノード

の例として当所で試作した無線加

速度センサを示す［2］。3軸のMEMS

加 速 度 セ ン サ と し て LIS3DSH

（STMicroelectronics社製）を4台と、

フラッシュRAM（FM24V10）4枚を

基 盤 に 埋 め 込 み、 最 大 4 つ の 加

速 度データを同時に計測し、最大

1600Hzのサンプリング周波数で、

フラッシュメモリに直接蓄積できる。

また、無線マイコンチップにマル

チ ホ ッ プ 機 能 を 備 え た CRESSON-

MD920［3］を採用し、常時は、定期

的な振動計測を行えるとともに、地

震などの突発的な振動発生時には、

トリガー起動により、地震波形も計

測することが可能である。さらに、

複数センサノードを同時に起動させ

る時刻同期機能や電力消費を抑える

ための間欠動作が可能となる機能も

有している。

これに対し、クラウドネットワー

クとは、ゲートウェイとクラウドシ

ステムを3GやLTEで結び、インター

ネットを介して、分析エンジンと複

数のエンドユーザー端末をつなぐ情

報ネットワークを意味する。クラウ

ドネットワークはできるだけコスト

を抑えながら安定して、双方向通信

を実現できることを目標に、現状で

汎用的に使われている商用製品を

使った安価な構成としている。例え

ば、我々の研究グループでは、小型

で安価なLinuxマシンとして広く普

及している Raspberry Pi をゲート

ウェイとして用い、データの受信と

クラウドへの転送を行うことを可能

（a）センサ部 （b）アンテナ、DC電源設置時

図1　IoTプラットフォームの基本的考え方

図2　920MHz帯の無線マイコンチップを搭載したMEMS型加速度センサ
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としたクラウドネットワークを構築

している。

クラウド環境として、外部 VPS

サーバを用い、オープンソースのオ

ンラインストレージソフト（own 

cloud）を稼働させている。このク

ラウドをインターネットを介して、

分析エンジンやエンドユーザーのク

ライアント端末と結び、センシング

情報をほぼリアルタイムでモニタリ

ングできる環境を実現した。

また、分析用端末により蓄積した

データを傾向管理することにより、

電力設備を対象とした故障や劣化の

兆候を把握できる分析モデルの開発

を進めている。最終的には、実際の

電力設備を対象として故障予兆など

の傾向を分析エンジンで把握できる

ようにし、エンドユーザーに警報を

出したり、センサノードのパラメー

タをチューニングし直したりする自

律型センサネットワークを実用化す

ることを目指している。現在、複数

の実サイドで本システムを使った実

証実験を行い、有効性の検証などを

続けている。

火力発電所を対象とした	
IoTプラットフォームに	
関する研究開発

産業保安法令見直しにより「高度

な保安力」を有する火力発電所に対

する定期検査間隔（最大6年間隔）

ならびにボイラー・タービンの連続

運転期間（最大6年間）の延長が開

始されたことにともない［4］、IoT技

術による発電設備保守の省力化・高

度化が火力発電分野における重要課

題となっている。

発電用タービンなどの主要機器に

は多数のセンサが設置され従来から

故障の予兆監視が行われているが、

屋外構造物や補機類などセンサが設

置されていない機器については運転

員の巡視点検によって監視が行われ

ており、IoT技術による省力化が望

まれている。

また、構内の機器で発生するトラ

ブルは異常振動、異常発熱、腐食な

ど多岐にわたるため、原因特定と恒

久対策までの応急処置を行う上で、

事象に応じて様々なセンサを実装で

き、簡便に設置可能なセンサノード

へのニーズは高い。

火力発電所では発電設備、燃焼

設備、補機類などが広い敷地内で

複数の建屋にまたがって設置され

ており、各建屋内では機器類や足

場、扉などの遮蔽物が多く存在す

る複数のフロア間でデータを中継

する必要があることから、伝送距

離が長く回折性が高い無線センサ

ネットワークが求められる。そこ

で前述の電力流通設備を対象とし

たシステムと同様に、920MHz 帯

で の マ ル チ ホ ッ プ 通 信 が 可 能 な

CRESSON-MD920 を無線マイコン

チップに採用したシステムを構築

した［5］。

図3は火力発電所向けに構築した、

太陽光のみで連続動作可能な屋外設

置用自律型ゲートウェイを示す。間

欠動作による省電力運転が可能であ

り、センサノードから無線で集めた

データを3G回線によりクラウドな

どにアップロードできる。セキュリ

ティ確保のため、センサノードと

ゲートウェイ間の通信は暗号化して

いる。屋外での通信可能距離確認試

図3　太陽光のみで連続動作可能な屋外設置用自律型ゲートウェイ
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験の結果、中継なしでも見通しで

1km程度の無線通信が可能である

ことが確認できており、火力発電所

において実施した通信安定性確認試

験の結果、センサノードとゲート

ウェイに太陽光のみで電源供給を

行った場合でも安定動作することを

確認している。

図4はセンサノードへのセンサ実

装例を示す。無線マイコンチップや

Raspberry Piなどから構成されるセ

ンサノードに有線センサやカメラを

実装することで、温湿度を多面的に

監視可能である。

設置環境の未利用のエネルギー

から自ら電力を生み出すEHとIoT

技術を組み合わせることにより、低

コストで様々な機器に適用可能な

センサが実現できる。火力発電所構

内における未利用のエネルギーと

しては、ボイラ配管などの高温機器

と外気の温度差、ポンプなどの補機

類の振動などがあり、これらをセン

サノードの電源として利用可能と

するために当所では有害元素を使

用せずに高い変換効率を実現可能

参考文献
［1 ］  次世代メンテナンスの在り方 , 視点

106, Roland　Berger, https://www.
rolandberger.com/ja/Publications/
pub_recommended_routed_for_
next_generation_maintenance.html, 
2015 年

［2 ］  朱牟田善治 , 「見守り支援技術の基礎
検討―920MHz 帯無線加速度センサ
の試作とその応用可能性―」, 平成 27
年電気学会電子・情報・システム部
門 大 会 講 演 論 文 集 , OS5-5, pp.708-
713, 2015 年

［3 ］  CRESSON － MD920 開発キットデー
タシート , CM エンジニアリング株式
会社 , 2014 年

［4 ］  産業保安のスマート化の進捗状況に
ついて , 経済産業省商務流通保安グ
ループ , 産業構造審議会保安分科会

（ 第 7 回 ）資 料 2-1, http://www.meti.
go.jp/committee/sankoushin/hoan/
pdf/007_02_01.pdf, 2017 年

［5 ］  福冨広幸 , 朱牟田善治「火力発電設備
の状態監視のための無線センサネッ
トワークの構築―第一報 920MHz 帯
マルチホップ無線センサネットワー
ク の 試 作 ―」電 力 中 央 研 究 所 報 告
Q16003, 2016 年

［6 ］  小野新平 , 「イオン液体を利用した電
子デバイスの開発―トランジスタか
ら 振 動 発 電 素 子 ま で ―」, Electro 
chemistry, 85 巻 2 号 , pp. 105-109, 
2017 年

な熱電材料（高温用熱電発電デバイ

ス用）や圧電材料・磁歪材料（高効

率振動発電デバイス用）の開発を進

めている。

また、圧電材料・磁歪材料に基づ

くEHでは利用が難しいものの電力

インフラに多く存在する100Hz以

下の振動で発電する、新たな概念に

基づくコインサイズのEHの開発に

成功している［6］。これらのEHと無

線センサネットワークを組み合わせ

ることで、引き続きメンテナンスフ

リーの状態監視技術の実現を目指し

ていく。

おわりに
連載の第3回となる今回は、当所

で取り組んでいる予知保全を前提と

したIoTの技術開発事例について、

電力流通設備および火力発電所を対

象とした取り組みの一端を紹介した。

第 1回で紹介したように、ビッグ

データを活用した設備保全には劣化

状 態 と 対 応 付 け ら れ た デ ー タ

（ディープデータ）が必要であり、

そのためのキーテクノロジーである

無線センサネットワークの高度化に

今後も取り組んでいく。

図4　センサノードへのセンサ実装例
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はじめに
IoTの進展により、電気事業の業

務やサービスの高度化に利用可能な

多種・多量のデータが容易に取得可

能となった。例えば全国でスマート

メータの設置が進み、膨大な数の電

力需要データが収集できるように

なっている。ただし、単にデータを

取得するだけで業務・サービスの高

度化が実現するわけではない。この

ためには大量のデータの中から、業

務・サービスの高度化に有用な情報

を抽出し、これを適切に利用する必

要がある。

当所では、こうした課題を解決す

るための一方策として、各種AI技

術の適用を検討している。本稿では、

こうした当所の取り組みのいくつか

を紹介する。

スマートメータデータからの
実需要推定による在・不在判定

最初に、スマートメータから得ら

れる電力消費データを用いて、居住

者が在宅しているか否かを推定する

在・不在判定手法について紹介する。

（1）�Aルートデータの特徴と�
実需要推定

現在、日本ではスマートメータの

設置が全国で進められており、一般

家庭における電力消費データの簡易

な収集・活用が可能となる環境が整

備されつつある。スマートメータで

自動検針された電力消費データを電

力会社へ送るルートはAルートと呼

ばれ、Aルートを介して取得できる

家庭の電力消費データ（A ルート

データ）は、メータの設置さえ完了

していれば追加の機器購入を必要と

せず利用できる。そのため、Aルー

トデータを活用することで安価かつ

多くの需要家を対象としたサービス

が実現可能となる。2016年4月の

電力自由化以降、電力各社の販売部

門では顧客満足度向上を目的とした

価値創出が求められていることから、

電力各社も既に「見える化」や節電

などを目的としたサービスの提供を

始めている。

その一方で、Aルートデータの活

用にあたってはデータの計測粒度の

粗さ（30分間隔・100Wh単位）が課

題となっている。図1上部に示すよ

うに、Aルートデータは30分単位

で100Whに満たない消費量は切り

捨てられ、30分後に繰り越される

仕様となっている。家庭における電

力消費量を鑑みると、この計測粒度

で実際の消費量を正確に反映できて

いるとは言えない。そこで当所では、

Aルートデータから実際の電力消費量

（実需要）を推定する手法を開発した。

開発した手法による実需要推定結果

を図1下部に示す。需要のピークが

やや抑制されているものの、それ以

外の時間帯において実需要がより正

確に反映されていることが分かる。

（2）在・不在判定
欧州や米国ではスマートメータの

設置が日本に先んじて進められてい

ることから、スマートメータから得

られる電力消費データを用いて居住

者が在宅しているか否かを推定する

「在・不在判定」と呼ばれる手法が、

省エネを目的として広く研究されて

いる。日本においてもAルートデー

タから家庭の在・不在を判定するこ

とができれば、省エネだけでなく高

齢者の見守りやピークシフトなど幅

広い応用が期待される。しかし、計

測粒度の問題からAルートデータは

家庭の電力消費傾向を正確に反映で

きているとは言えず、そのまま利用

しても在・不在を高い精度で判定す

ることは難しい。

そこで、前節で述べた手法を用い

て推定された実需要により在・不在

判定を行うことで、より正確な判定

が行える手法を開発した［1］。在・
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不在判定は単純なしきい値を用いる

手法や消費量の変動を統計的に分析

する手法など様々なアプローチが提

案されているが、ここでは比較的高

精度で推定が行える機械学習ベース

の手法を採用した。評価実験を行っ

た結果、Aルートデータをそのまま

利用した場合と比較して、在宅時の

判定精度が89.0％から93.3％、不

在時の精度が68.5％から83.7％へ

と向上することが分かった。

在・不在判定は、価値創出・顧客

満足度向上に繋がるサービス開発の

ための基盤技術として位置づけるこ

とができる。本稿で述べた手法によ

り判定精度が向上したことで、より

広範な用途への応用が期待できる。

電力需要予測と再エネ出力予測

（1）予測に有効な情報の自動抽出
電力会社では日々の需要予測を基

に発電機の運転計画を立案するため、

燃料コスト削減に需要予測が非常に

重要な役割を果たす。また、近年で

は太陽光発電に代表される再エネの

進展が著しく、経済的な発電機の運

転計画を立案するうえで、再エネの

出力予測も重要となっている。当所

では、こうした電力需要や再エネ出

力の予測を精度良く行うため、近年

注目を集めている機械学習手法の一

つであるLasso回帰の適用を進めて

いる。

電力需要予測については気象予報

値（気温、日射など）や、予測時点

までの実績値（需要、気象など）、

曜日などのカレンダー情報など、予

測に有効と考えられる多種・多量の

情報から、Lasso回帰により予測に

有効な情報を自動選択する手法を開

発した。その結果、3時間先程度ま

での需要予測であれば、予測誤差を

含む気象予報値よりも予測実施時点

までの気象の実績値を用いた方が精

度の高い予測が可能となることが判

明した。この知見を活かし当所では、

最新の気象実績値を用いて時間間隔

で予測を更新することで、高精度の

需要予測を行う手法を開発した。

また、太陽光発電の出力は雲の動

きに従い変化するため、地理的に離

れた地点の現時点の日射強度の情報

は、数時間先の発電出力を予測する

の に 有 効 な 情 報 と な る。 そ こ で

Lasso回帰を用いて、多数の日射量

観測地点の中から、予測対象となる

地点の数時間先の太陽光発電の出力

を予測するのに有効な地点を自動選

択する手法を開発した（次頁図2）。

中部地方の58の観測地点で計測し

た日射強度を用いて開発手法の有効

性を検証したところ、従来の回帰予

測や持続モデルを用いた場合と比べ

て、二乗平均平方根誤差（RMSE）の

評価尺度で予測精度が5％以上向上

することが確認できた。

図1　Aルートデータからの実需要推定結果
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（2）�間取り情報のみに基づく�
需要推定

魅力ある料金メニューの設定・提

案を行うには需要家の電力需要の推

定が重要となる。これまで個別の需

要家の需要推定については、世帯属

性や過去の実績データを基にする

手法が数多く提案されている。しか

し、入居者の入れ替わりが激しく、

入居者の正確な世帯属性や長期間の

需要実績データが得にくい賃貸の集

合住宅などでは、これらの推定手法

の適用が難しい。そこで、部屋タイ

プ（1LDKなど）と部屋数の間取り情

報のみから、集合住宅全体の電力需

要を簡易に推定する手法を開発した。

開発手法では、学習用に与えられ

た集合住宅入居者の電力需要データ

から、個々の需要家の需要特性（冷

暖房機器の使用状況とベース需要）

を抽出し、この需要特性に基づき間

取りごとの代表的な需要家グループ

を作成する。そして、集合住宅の需

要を推定する際には、推定対象の集

合住宅の立地点の気象条件から、ま

ずは各需要家グループの需要を計算

し、次に間取り情報に合わせて各グ

ループの需要を合算することで、集

合住宅全体の需要推定値を計算する。

開発手法を用いて、学習用に与え

られた7都道府県の需要家35軒の

実績データから、気象条件の異なる

集 合 住 宅 2 棟 の 需 要 を 推 定 し た。

35軒のデータから需要家グループ

を作成し、集合住宅の間取りと立地

点の月間平均気温の情報から需要を

推定したところ、世帯属性や過去の

実績データをいっさい使用すること

なく、いずれの集合住宅においても

平均誤差25％以下で全体の需要が

推定できた。

業務用省エネレポート

（1）�ナッジの概念に基づく�
省エネ情報提供

スマートメータ導入の進展により、

電力消費量などのエネルギー需要

データが大量に利用可能となるため、

データを自動処理して省エネアドバ

イスの情報提供を行う枠組みが省エ

ネ・節電促進策として注目されはじ

めている。

情報提供を行う際に重要な点の一

つは、人間がどのように情報を受け

止め、その結果どのように振る舞う

かを考慮することである。例えば、

人間は意思決定を行う際、必ずしも

全ての選択肢を列挙し、それらの優

劣を全て比較した上で最も合理的な

選択を行うわけではない。このよう

な人間の現実的な振る舞いを考慮し

たうえで、選択の自由を害すること

なくより良い選択を促す行動変容方

策として、近年「ナッジ（nudge）」の

概念が注目されている。

「ナッジ」の省エネ情報提供におけ

る最も著名な活用例の一つとして、

省エネに経済的なメリットがあるこ

とを強調するより、他者と比べて多

く電力を消費していることを伝えた

方が、より効果的に省エネ行動が促

進されることが挙げられる。

（2）�事業所向け省エネアドバイス
レポート自動生成ツール

当所では、事業所ごとのスマート

メータデータから、省エネアドバイ

スレポートを自動生成するツールの

検討を進めている。同ツールでは、

前述の「ナッジ」の概念に基づいて

他事業所と電力消費量を比較提示す

る仕組みだけでなく、事業所におけ

る省エネ診断やエネルギー管理実態

調査による知見も併せて取り入れた。

例えば、一般世帯にはない事業所

特有の視点として、業務上の都合で

やむを得ず発生したというよりも、

図2　Lasso回帰による日射量と太陽光発電出力予測のイメージ
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設備運用の不具合（運用フォルト）

が原因となって年間最大電力がごく

短時間に発生し、それが1年間の契

約電力料金として課されるケースが

多いことが挙げられる。このことを

踏まえて、設備の運用フォルトを指

摘するアドバイスなどの新たな要素

も組み込んだ。

図3は、冬場の15 時ごろに需要

ピークが集中していることを示しつ

つ、これら年間5時間（30分値のデー

タで10点）の電力消費を抑えること

ができれば、基本料金を38万円抑

えられることを伝える、運用フォル

トを指摘するアドバイスの例である。

すなわち、年間たかだか5時間程度

の短い期間だけでも運用に注意すれ

ば、契約料金も大きく節約すること

ができることを伝えている。このほ

かに、事前に用意した10数種類の

グラフとメッセージの組の中から、

どれを選択しどういった順序で提示

するかまで含めて、事業所ごとに自

動決定することができるようになっ

ている。

図3　運用フォルトを指摘するアドバイスの例
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近年スマートメータデータだけで

なく、様々な行動データが利用可能

となってきているが、省エネ行動を

促進する情報を効果的に提供するに

は、データや分析結果をやみくもに

示すのではなく、人間の現実的な行

動原理を踏まえた情報設計が必要と

なる。他者の行動へ追従する傾向な

ど、現状、人間の基本的な行動原理

が既にいくつか知られているが、今

後はこういった行動原理に関する知

見を、実証などを通じてさらに積み

重ねていくことが重要である。

おわりに
連載の最終回となる今回は、IoT

の進展により取得が可能となった多

種・多量な情報に各種AI技術を適

用することで、電力会社の業務や

サービスの高度化へ結びつけるこ

とを目指した当所の取り組みのい

くつかを紹介した。今後、さらなる

電力自由化の進展が予想される中で

需要家に選択される電力会社となる

には、魅力的な料金メニュー・サー

ビスを需要家へ提供することが重要

となる。当所では今後も、こうした

料金メニューやサービスの検討を行

うために有効な、各種AI技術・最

適化技術の研究、開発を進めていく

計画である。
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